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序章　問題意識と論文構成
序-1 　 問 題 意 識
















し て､ 地 方 債 の 消 化 難 が あ る と し た｡ だ が､ 天 羽(2007) で は､ 井 手(2004)
が主張してい.る､地方債計画の原点が戦時期にあったという点については否定
していない｡













序-2 　 論 文 構 成





































































































































































































































と に な っ た｡ 極 東 委 員 会 は､ ア メ リ カ､ イ ギ リ ス､ 中 国､ ソ 連､ オ ー ス ト ラ リ
ア､ フ ラ ン ス､ オ ラ ン ダ､ イ ン ド､ カ ナ ダ､ ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 及 び フ ィ リ ピ ン










































































策｣ (47 年6 月10 日 閣 議 決 定) が 打 ち 出 さ れ､ (1) 国 民 の 食 糧 の 確 保､ (2)














図 表1-1 　46 年 ～48 年 の 主 要 経 済 指 標 に つ い て
年 次 俛jﾙh蜥ﾘ冷貿易(百万ドル) 剄z工業生産指数 YHIZ廁轌B小売物価 指数(東京) ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
輸 出 冲?ﾂ(60 年-100) 茶3ID3iD 簽ĀĀĀĀĀĀ
4 6  釘 ﾃ s C 1 0 3  b 9 . 1  b r 1 8 . 9 3  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
4 7  2 ﾃ ビ 1 7 4  鉄 " 綯 l l . 3  鼎 ゅ R 5 0 . 9 9  Ā Ā Ā Ā Ā Ā
4 8  b ﾃ c c 2 5 8  田 ィ 1 4 . 7  # r 纈 1 4 9 . 6  Ā Ā Ā Ā Ā Ā
( 出 所) 大 蔵 省 財 政 史 室 編(1978) 6 ペ ー ジ
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図 表1-2 　46 年 度 ～48 年 度 に お け る 国 の 最 終 予 算
(単位:百万円)
46 年 度 鼎yD48 年 度 46 年 度 鼎yD48 年 度 ĀĀĀĀĀ
租 税 及 印 紙 収 入 bﾃ3s135,422 bﾃ 途 終 戦 処 理 費 づ364,273 rﾃc"ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
官 業 及 官 有 財 産 収 入 湯ﾃs3B54,900 BﾃSR 賠 償 施 設 処 理 費 辻3,600 釘ﾃ ャBĀĀĀĀĀĀĀ
雑 収 入 綯ﾃR23,029 鼎 津C 特 殊 財 産 処 理 費 辻- ﾃcĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
公 債 金 BﾃS- 辻 地 方 分 与 税 分 与 金 ﾃSS- 辻ĀĀĀĀĀĀĀĀ
借 入 金 ﾃ- 辻 地 方 配 付 税 配 布 金 辻19,734 鼎 津33ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
特 別 収 入 辻 - 2 金 融 機 関 補 償 金 ﾃ - 辻
前 年 度 剰 余 金 ﾃcS905 ﾃ 価 格 調 整 費 ﾃ3r23,853 田"ﾃSĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
歳 入 計 津 ビ214,256 鼎s2ﾃCB 公 共 事 業 責 途ﾃs14,746 鼎 津SrĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
物 資 及 物 価 調 整 事 務 取 扱 費 辻2,440 途ﾃ"ĀĀĀ
同 胞 引 接 費 唐ﾃ3cB3,684 迭ﾃ#CĀĀĀ
地 方 警 察 国 庫 負 担 金 辻2,551 辻ĀĀ
政 府 出 資 金 釘ﾃ##7,124 津sBĀĀĀĀĀ
住 宅 復 興 資 材  辻 7 0 0  辻 Ā Ā
国 債 費  迭 ﾃ s c 2 7 , 5 6 8  湯 ﾃ 綯 Ā Ā Ā
義 務 教 育 費 ﾃ3#25,342 辻ĀĀĀ
小 学 校 教 員 費 国 庫 負 担 金 辻- 湯ﾃĀĀĀĀ
新 制 中 学 校 実 施 費 辻- 釘ﾃrĀĀĀ
定 時 制 高 校 実 施 費 辻- 鉄cRĀĀ
生 活 保 護 費 迭ﾃs#"4,850 唐ﾃ 鉄ĀĀ
失 業 費( 失 業 対 策 費) 辻500 鼎SĀĀĀ
児 童 保 護 費  辻 -  鉄 b Ā Ā Ā
国 民 健 康 保 険 関 係 費 辻- 鉄cĀĀĀ
貿 易 資 金 繰 入  辻 -  辻 Ā Ā■ 船 舶 運 営 会 補 助 ﾃSCr3,310 辻ĀĀĀ
農 地 改 造( 改 革) 費 辻1,717 釘ﾃ#3RĀĀ
政 府 事 業 再 建 費 辻16,416 辻ĀĀ
年 金 及 恩 給  辻 3 6 8  都 s Ā Ā Ā
食 糧 供 出 関 係 費 辻- 都CRĀĀ
政 府 関 係 機 関 等 損 失 補 填 金 辻- 鼎rﾃ ゴ"ĀĀ
そ の 他  湯 ﾃ s # 2 9 , 4 8 0  都 ﾃ r Ā Ā Ā Ā Ā
予 備 費  田 s 2 . 0 0 0  澱 ﾃ S Ā Ā Ā Ā Ā
歳 出 計 免ﾂ 繧ﾃ##214,256 鼎s2ﾃCBĀĀĀĀ










































































治 の 取 り 扱 い に つ い て 整 理 す るo 　 図 表1-3 は､ 新 憲 法 制 定 に お け る､ GHQ
案､それを受けての日本政府案そして議会を経て修正された交付された日本国
憲法のそれぞれの憲法構成と地方自治に関わる各条文である｡













3 　 坂 本･ ウ ォ ー ド(1987) 100 ペ ー ジ よ り





第1 章 　 　 皇 帝 　 　 第2 章 　 　 戦 争 の 廃 棄 　 　 第3 章 　 　 人 民 ノ 権 利 及 義 務
第4 章 　 　 国 会 　 　 第5 章 　 　 内 閣
第7 章 　 　 財 政 　 　 第8 章 　 　 地 方 政 治
第6 章 　 　 司 法
第9 章 　 　 改 正














第1 章 　 　 天 皇 　 　 第2 章 　 　 戦 争 の 地 棄 　 　 第3 章 　 　 国 民 ノ 権 利 及 義 務
第4 章 　 　 国 会 　 　 第5 章 　 　 内 閣
第7 章 　 　 会 計 　 　 第8 章 　 　 地 方 自 治
第6 章 　 　 司 法


















第1 章 　 　 天 皇 　 　 第2 章 　 　 戦 争 の 地 棄 　 　 第3 章 　 国 民 の 権 利 及 び 義 誇
第4 章 　 　 国 会 　 　 第5 章 　 　 内 閣 　 　 　 　 　 　 第6 章 　 司 法
第7 章 　 　 財 政 　 　 第8 章 　 　 地 方 自 治 　 　 　 第9 章 　 改 正






































































回 答 し た｡ 7
47 　 年 に 施 行 さ れ た 日 本 国 憲 法( 図 表1-3 (3)) で 明 文 化 さ れ た｢ 地 方 自
治｣は､憲法第92条から第95条の4条の条文に過ぎないが､第92条では｢地
6 　 佐 藤･ 佐 藤(1994a) 413 ペ ー ジ よ り



























1-1-4 　 地 方 自 治 法 の 制 定910
8 　 佐 藤(1985) 454 ペ ー ジ で は､ ｢ 住 民 自 治｣ を｢ 人 民 自 治｣ と し て い る｡
9 　 自 治 大 学 校(1961) を 参 考 に し た｡ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
































































































































































る と き は,｣ の 次 に｢ 当 分 の 間､｣ を 加 え る も の で あ っ た｡ こ の 改 正 案 はGHQ
の地方自治体の自主性及び自律性を強化する目的と内務省及び大蔵省の地方債
についての資金の流規制が必要であるとする考えの妥協案であった｡国会での









14 　 自 治 大 学 校(1965) 20 ペ ー ジ よ り
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図 表1-7 　GHQ の 要 望 に 対 す る 国 の 対 応 と そ の 理 由
項 目  俛 , ﾉ 陌 理 由  Ā Ā Ā
33(1) 俘･ 今 後 さ ら に 研 究 す るo ĀĀ
33(2) r･ 今 後 さ ら に 研 究 す るo ĀĀ
34(1) 俘･ 実 情 に 即 し な いo ĀĀ
34(2) *ﾒ･10 年 を 超 え る 長 期 の 公 債 は な い た め､ ĀĀĀEコ 冦ｨ岔zyd4ｹ'X+x.儺ｹwh,ﾘ,&ĀĀĀĀĀ
34(3) H6｢･ 利 率 を 決 定 す る こ と は 金 融 市 場 の 実 際 ĀĀĀFコ xﾖﾈ*h,I4ｹ9h,X,(ｲĀĀĀĀĀ
34(4) 俘･ 実 際 上 不 可 能 で あ るo ĀĀ
34(5) 俘･ 現 下 の 財 政 の 実 情 か ら 見 て 適 当 で な いo ĀĀ





























































16 　 平 野(1990) 107 ペ ー ジ よ り
















































3 条`  ( 省 略)
第4条　地方財政委員会は､左に掲げる者に就き､内閣総理大臣の任命した委
員を以て､これを組織する｡










第5 条 　( 省 略)
第6条　地方財政委員会は､委員3人以上の同意を以って,会務を決する｡
第7 条 　( 省 略)










































































































1-2 　GHQ 占 領 下 の 地 方 財 政














































20 　 大 蔵 省 財 政 史 室 編(1978) 130 ペ ー ジ よ り
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図 表1-10 　 地 方 財 政 の 歳 入 構 造(45-48 年 度)
　 　 　 　( 単 位: 百 万 円､ %)
1945 年 度 鼎iD47 年 度 鼎 吋ĀĀĀĀ
地 方 税  涛 コ 3 , 7 2 6  ﾃ 唐 7 7 , 7 0 9  Ā Ā Ā Ā Ā
(18.4) 中ﾆﾂ 繧(20.2) 茶# ゅĀĀĀ
地 方 分 与 税  塔 C 2 , 5 8 6  津 3 c 2 4 9 , 8 8 4  Ā Ā Ā
*  茶 R 繧 ( 8 . 2 )  茶 偵 B ( 1 8 . 0 )  Ā Ā Ā Ā
国 庫 支 出 金` ( 都 道 府 県 ﾃS15,424 "ﾃ3S88,779 ĀĀĀĀĀĀ
支 出 金 含 む) 茶# ゅ2(48.7) 茶3"(32.0) ĀĀĀ
地 方 債  鼎 " 3 , 2 2 7  B ﾃ 3 # 2 3 , 9 0 5  Ā Ā Ā Ā
(7.7) 茶(14.3) 茶 ゅbĀĀĀĀĀ
合 計  迭 ﾃ 3 c " 3 1 , 7 0 5  ﾃ # 2 7 7 , 5 0 0  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
(100.0) 茶(100.0) 茶ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ





































1 公 共 事 業  2 ﾃ s 8 , 6 4 5  B ﾃ C # R Ā Ā Ā Ā Ā Ā
六 三 整 備 整 備 費 ( 建 設 費 及 び 整 備 費) 釘ﾃsb0 釘ﾃsbĀĀĀĀ
昨 年 度 繰 越 六 三 制 整 備 費 塔 0 塔
災 害 土 木 費  ﾃ # c 1 , 0 0 0  ﾃ " 緜 Ā Ā Ā Ā
本 年 度 災 害 土 木 費  ﾃ s S " 0  ﾃ s S " Ā Ā Ā Ā
住 宅 復 旧 費  ﾃ S 0  ﾃ S ʃ Ā Ā Ā Ā Ā
公 営 企 業 費  鼎 ヲ 0  鼎 ヲ Ā Ā
そ の 他 一 般 事 業 費 唐ﾃCSR7,645 塔ĀĀĀĀ
2 そ の 他 事 業  2 ﾃ 2 , 7 5 5  ﾃ s R Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
六 三 制 整 備 費( 整 地 費) ヲ0 ヲĀĀĀĀ
自 治 体 警 察 初 度 調 弁 費 涛30 涛3ĀĀĀĀ
道 路 特 別 整 備 費  ﾃ 0  ﾃ
官 庁 職 員 住 宅 建 設 費 0 
災 害 土 木 費  ﾃ S 0  ﾃ S
本 年 度 災 害 土 木 費  ﾃ # C 0  ﾃ # C Ā Ā Ā Ā
公 営 企 業 費  ﾃ S C 0  ﾃ S C Ā Ā Ā Ā Ā Ā
そ の 他 一 般 事 業 費 迭ﾃ#"2,755 ﾃ3crĀĀĀĀ
合 計  r ﾃ l l , 4 0 0  B ﾃ c Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā




































る､ と し て い る｡


























































































図 表1-12 で あ る｡













































































                          （単位：百万円） 
　 49年度 50年度 51年度 49年度 50年度 51年度
租税及
印紙収入 515,970 445,065 560,809終戦処理費 125,290 109,262 104,492
官業及官有
財産収入 130,951 137,259 165,053賠償施設処理費 2,664 658 519
雑収入 62,718 61,601 90,195特殊財産処理費 1,753 888 473
公債金 ‐ ‐ ‐ 地方財政平衡交付金 66,700 108,500 120,000
借入金 ‐ ‐ ‐ 解除物件処理費 453 413 118
特別収入 7,938 ‐ ‐ 価格調整費 179,200 64,000 22,500
前年度剰余金 23,736 20,651 19,554公共事業費 62,555 103,113 114,752
歳入計 741,314 664,576 835,611物資及物価調整事務取扱費 7,820 ‐ ‐
同胞引揚費 5,792 3,697 3,700
出資及投資関係 105,940 25,237 157,841
国債費 13,204 58,746 20,970
公立学校関係経費 23,168 ‐ ‐
生活保護費 11,520 16,335 21,213
失業対策費 5,815 12,773 15,757
児童保護費 1,129 ‐ ‐
社会保険費 ‐ 2,140 3,766
結核対策費 ‐ 4,910 7,530
農業保険費 5,307 5,599 5,755
農地調整費 ‐ 3,222 1,429
国立学校運営費 ‐ 11,418 14,770
育英事業費 ‐ 1,539 2,427
農地改革費 3,492 ‐ ‐
年金及恩給 5,665 5,665 7174
食糧増産関係経費 ‐ 1,674 2,655
食糧供出関係費 4,102 3,911 3,920
海運振興費 ‐ 529 674
政府関係機関等
損失補填金 21,758 ‐ ‐
特別会計等損失補填 ‐ 7,984 6,799
警察予備隊経費 ‐ 20,000 31,000
国家地方警察 ‐ ‐ 3,641
海上保安監督費 ‐ 8,583 5,537
その他 11,249 83,777 114,295





































23 　 大 蔵 省 財 政 史 室 編(1978) 292 ペ ー ジ よ り｡
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図 表1-14 　 地 方 財 政 の 歳 入 構 造(49 年 度 ～51 年 度)
( 単 位: 百 万 円､ %)
1949 年 度 鉄D51 年 度 ĀĀĀ
地 方 税 C"ﾃCC1.88,281 s"ﾃ#cBĀĀĀĀĀ
(34.3) 茶2sB 綯(39.3) Ā
地 方 配 付 税* 田rﾃs3108,451 #ﾃRĀĀĀĀĀĀĀ
( 1 6 . 3 )  ｣ 偵 鋳 ( 1 7 . 3 )  Ā Ā
国 庫 支 出 金 ﾃC113,898 #bﾃ#BĀĀĀĀĀĀĀĀ
(24.0) 茶# 纈(18.2) ĀĀ
地 方 債  r ﾃ 3 C r 3 2 , 8 2 5  鉄 2 ﾂ Ā Ā Ā Ā Ā Ā
(6.6) 茶b(7.7) ĀĀ
合 計  鼎 B ﾃ c 釘 5 4 4 , 9 4 9  田 ﾃ c S r Ā Ā Ā Ā
(100.0) 茶(100.0) ĀĀĀĀĀ


































図 表1-15 　 地 方 債 計 画 資 金 状 況 の 推 移(47 年 度 ～55 年 度)
( 単 位: 億 円､ %)
地 方 債 計 画 倬ｾｾiZ｢ĀĀĀ
政 府 資 金 剿ｯ 間 資 金 
総 額  舒 r %  舒 r %  Ā Ā
4 7 年 度  塔 r 8 7  -  辻 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
4 8  C b 2 4 6  -  辻 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
4 9  3 2 2 3 3  -  辻 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
5 0  s 3 7 0  -  辻 Ò Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
5 1  鼎 4 0 0  -  辻
( 出 所) 地 方 自 治 協 会(1976) 249 ペ ー ジ
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図表1-16　事業別当初地方債計画(49年度及び51年度)
( 単 位: 億 円)
49 年 度 鉄D51 年 度 ĀĀĀ
1 公 共 事 業  ヲ 1 8 0  # Ā Ā Ā Ā Ā
( 1 ) 一 般 分  塔 r 1 5 0  S Ā Ā Ā Ā
( 2 ) 災 害 分  " 3 0  都 Ā Ā Ā Ā Ā
2 非 公 共 事 業  塔 R 1 8 0  Ā Ā Ā Ā
( 1 ) 公 営 企 業  2 9 0  塔 R Ā Ā Ā
( 2 ) 災 害 復 旧 事 業  " 4 0  鉄 Ā Ā Ā Ā
( 3 ) 一 般 単 独 事 業  5 0  鼎 R Ā Ā Ā Ā
3 前 年 度 繰 越 分  b -  辻 Ā Ā Ā
4 失 業 対 策 関 係 事 業 費 辻10 辻ĀĀ
合 計  3 7 0  鼎































































































45-48 年 度 鼎 僖50 年 度 鉄DĀĀĀĀĀ
民 間 へ の 産 業 資 金 供 給 辻- 358 ĀĀĀĀ
民 間 へ の 住 宅 資 金  供 給  辻 -  辻 6 0  Ā Ā
政 府 事 業 建 設 投 資  辻 -  辻 3 1 0  Ā Ā
地 方 債 引 受  C 3 1 0  鼎 5 6 2  Ā Ā Ā Ā Ā Ā
そ の 他 の 出 資 投 資  辻 -  辻 -  Ā Ā





45-48 年 度 鼎 僖50 年 度 鉄DĀĀĀĀĀ
民 間 へ の 産 業 資 金 供 給 辻- 358 ĀĀĀĀ
民 間 へ の 住 宅 資 金  供 給  辻 -  辻 6 0  Ā Ā
政 府 事 業 建 設 投 資  辻 -  辻 3 1 0  Ā Ā
地 方 債 引 受  C 3 1 0  鼎 5 6 2  Ā Ā Ā Ā Ā Ā
そ の 他 の 出 資 投 資  辻 -  辻 -  Ā Ā






















2-1 　GHQ 占 領 後 の 地 方 財 政



























2-1 　GHQ 占 領 後 の 地 方 財 政


























図 表 　2-1 　52 年 度 か ら55 年 度 ま で の 主 な 経 済 指 標
国民総支出 俛 j因 ﾘzb３ 失業率 傲 N)Z r B8ﾙ僖
( 億 円 )  % )  兌 ﾘ ｼ ３ Ā Ā Ā
5 2 年 度  3 づ 鼎 1 0 . 2  1 7 . 6  Ā Ā Ā Ā Ā
5 3 年 度  C b ﾃ c 釘 5 . 6  1 9 . 1  Ā Ā Ā Ā Ā
5 4 年 度  S R ﾃ # c 2 5 . 8  縒 1 9 . 8  Ā Ā Ā Ā




の51 年 度 国 民 総 支 出 額126,130 ( 億 円) を 用 い て 算 出 し た｡
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図 表 　2-1 　52 年 度 か ら55 年 度 ま で の 主 な 経 済 指 標
国民総支出 俛 j因 ﾘzb３ 失業率 傲 N)Z r B8ﾙ僖
( 億 円 )  % )  兌 ﾘ ｼ ３ Ā Ā Ā
5 2 年 度  3 づ 鼎 1 0 . 2  1 7 . 6  Ā Ā Ā Ā Ā
5 3 年 度  C b ﾃ c 釘 5 . 6  1 9 . 1  Ā Ā Ā Ā Ā
5 4 年 度  S R ﾃ # c 2 5 . 8  縒 1 9 . 8  Ā Ā Ā Ā



















公 共 事 業 費 の 割 合 は52 年 度15.8%､ 53 年 度16.6%､ 54 年 度18.0%, 55 年 度
16.2%と高く､公共整備事業を充実させたのがわかる｡一方､地方財政関係費
は､ 歳 出 に お け る そ の 割 合 が,52 年 度15.5%､53 年 度12.7%､54 年 度13.7%､
55　年度15.3%と歳出全体が伸びているのだが地方財政関係費は伸びを示して
いない｡公共事業費と地方財政関係費の割合の差が､ 52年度0.3ポイント､ 53













52 年 度 鉄9D54 年 度 鉄YD 鉄)D53 年 度 鉄ID55 年 度 ĀĀĀĀĀĀĀĀ
租税最 印紙収入 田コﾃ3#b756,674 都sづ3#790,818 冉ｭhﾅyN175,000 #2ﾃ2繝b137,311 3"ﾃscRĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
官業益金及 官業収入 免ﾂﾃs20,884 2ﾃ#C12,206 僣X9鈺ﾜ"k21.000 僮C17,600 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
雑 収 入 田Rﾃ348,499 BﾃC#R49,829 丶89]ｸ*N7,352 迭ﾃss2･5,99 澱ﾃĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
公 債 金   佰hｺH 馼ｼiN147,575 s"ﾃs"176 朗6 c2ﾃbĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
昔 入 金   偬 自8ｨ79,773 鼎ﾃ320,000 釘ﾃĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
政府資産整 哩 免ﾂﾃll,876 唐ﾃ37,147 倆檠]ｸｭhﾅrN52,813 都"ﾃ途79,033 涛bﾃcĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
崩鮒金 3143,746 #Rﾃ唐112,508 )}ｨ菇;bﾎﾉN18,424 迭ﾃ5,097 釘ﾃcbĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
前 年 度 剰 余 bﾃ ピB45,573 鼎ﾃ# 澱40 朗7 X 初vyN2,532  ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
歳 入 計 涛3"ﾃS3b1,027,250 涛 湯ﾃ ピ1,013,315 兌hｻ8ｭhﾅyN30,861 涛"ﾃ#C2113,918 津s"ĀĀĀĀĀĀĀĀ
国 債 費 ﾃSB45.344 鼎2ﾃ#B44,607 ĀĀĀĀĀĀ
恩 給 関 係 費 湯ﾃ3256,514 都 づ3 ヲ83,336 ĀĀ
地方財政関係 俥130.000 3rﾃ#"155,493 ĀĀĀĀĀĀĀ
国 家 地 方 警 察 づc ビ20,866 Rﾃc#2ll,203 ĀĀĀĀ
西 格 調 整 費 づ 鉄b30,000 湯ﾃ0 ĀĀĀĀĀĀ
外航船舶利子 補給金 1,084 ﾃsS"3,506 ĀĀĀ
農 業 保 険 費 "ﾃ210,884 bﾃC14,580 ĀĀĀĀĀĀĀĀ
特別会計等損 失 鼎#6,352 )  ĀĀ
予 備 費 ﾃ3,000 づ8,000 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
そ の 他 コ20 用43 32ﾃ#r15 購82 ĀĀĀĀĀĀ
歳 出 計 涛3RﾃS3b1,.027,250 涛 湯ﾃ ピB1,013,315 ĀĀ
( 出 所) 納 富 他(1988) 73-75 ペ ー ジ の 当 初 予 算 か ら 各 年 度 の
補正予算を加えた｡
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図 表2-4 (A) 　 歳 入 割 合 の 推 移(52 年 度 ～55 年 度)
(単位:百万円)
*52年度及び53年度の地方交付税は地方財政平衡交付金である｡
( 出 所) 大 蔵 省 財 政 史 室 編(1999) 386-387 ペ ー ジ
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図 表2-4 (B) 　 歳 入 割 合 の 推 移(52 年 度 ～55 年 度)
*52年度及び53年度の地方交付税は地方財政平衡交付金である｡


















































す るo｣ と し て い る. 義 務 教 育( 小･ 中 学 校) 施 設 分 に つ い て も, ｢･ ･ ･ 当 該
団体の財政の規模及び状態を勘案して許可予定額の配分を行い､｣とあり､地方
財源附与の視点を持っている｡



































































小 坂(1999) や 堀 場･ 望 月(2007) に 詳 し い｡



































区 分 2 年 度 鉄9D54 年 度 鉄YD56 年 度 鉄yD58 年 度 鉄 僖ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
公 営 企 業 債(A) 11 3R268 sB365 鼎s480 鼎 ビĀĀĀĀĀĀĀĀ
電 気 業  鉄 " 9 5  1 2 0  S 1 5 0  S 1 4 0  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
上 水 道 事 業 b100 # 什0 S1 213 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
工 業 用 水 事 業    2 2 5  3 R 3 2  Ā Ā Ā Ā Ā
一 般 交 通 事 業  " 1 7  R 2 1  " J 5 0  c 6 5  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
病 院 事 業  b 1 8  R 1 5  2 0  1 2  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
そ の 他 公 営 企 業  迭 5  唐 8  R 2 5  R 2 5  Ā Ā Ā Ā Ā Ā
準 公 営 企 業 債 ( B )    鉄 6 0  涛 R Ā Ā Ā Ā Ā Ā
港 湾 整 備 事 業    辻 至  B 4 5  Ā Ā Ā Ā Ā
簡 易 水 道 事 業    5 0  4 5   Ā Ā Ā Ā Ā
と 畜 場 整 備 事 業    ｣  迭 5  Ā Ā Ā Ā
A + ら ( C )  1 1  3 R 2 6 . 8  s B 3 6 5  鉄 # 5 4 0  鉄 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
忠 額 に お け るC の 割 4.0% 偵R23.5% R28.5% 鼎 ゅbR54.0% 鼎R 紕RĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

































































































産業投資0.2兆円 財政投融資資金 317兆円 剏c企業債 2.2兆円 ĀĀĀĀĀ
財政融資13,5兆円 
うち地方公共団机7兆円 (18.2瑚 27.弼 16.1%) 普通会計債 1115兆円 (83.90/o) ĀĀ
政府保証3.9兆円 剪n方公共団体 金融機構資金 1一9兆円 (13.90/o) 































































図 表 　2-8 　56 年 度 か ら59 年 度 ま で の 主 な 経 済 指 標
国民総支出 (億円) 俛 j因 ﾘzb３ 失業率 (%) 傲 N)Z yB 8ﾙ僖 閏ﾘｼ ３
5 6 年 度  ﾃ 3 7 . 3  縒 1 9 . 8  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
5 7 年 度  釘 ﾃ " 7 . 5  紕 2 0 . 4  Ā Ā Ā Ā Ā
5 8 年 度  R ﾃ s 3 " 5 . 6  紕 2 0 . 3  Ā Ā Ā Ā Ā


















税 収 入 で は､ 55 年 度 か ら 　56 年 度 に か け て11.2% 増､ 56 年 度 か ら 　57 年 度 に か






56 年 度 に か け て13.4% の 減 と な っ た が､ 56 年 度 か ら57 年 度 に か け て15.9%






て11.8%､ 56 年 度 か ら57 年 度 に か け て11.9% と 伸 び は 高 く､ そ の 増 加 は 更 に
57 年 度 か ら58 年 度 で は15.2%､ 58 年 か ら59 年 度 に か け て は15.6% と 増 や し




56 年 度 鉄yD58 年 度 鉄 僖 鉄iD57 年 度 鉄 吋59 年 度 ĀĀĀĀĀĀĀĀ
租 税 及 印 紙 収 入 唐ﾃs 途9.893 ﾃ3C12,036 倆 檠]ｸｭhﾅyN1,134 ﾃ#C"1,299 ﾃS3"ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
官 業 益 金 及 官 業 収 入 3147 Sr1.64 兌hｻ8ｷ 逢yXｻｲN1,357 ﾃSs 用0 ﾂ 繝cBĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
捌 文 人 sR344 鉄509 俛ﾜ)N385 c"672 鉄SBĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
公 債 金   hｸｸｭhﾅyN899 湯 緜-1,106 ﾃ##ĀĀĀĀĀĀĀĀ
借 入 金   饑ｸﾏWIRﾏWHｾ91,738 R2,240 ﾃSĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
政 府 資 産 整 哩 都r87 B150 冉ｭhﾅyN1,408 ﾃC"1,462 ﾃS3rĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
専 売 納 付 金 ﾃ#r1,183 ﾃ#1,226 佰hｺH 馼ｼhｭhﾅyN1,419 冽CR1,741 ﾃ#ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
前 年 度 剰 余 金 191 ﾃ"805 偖ｨｸ 豫(ｺｸb 鞜IN103 #B124 3rĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
号 の 他  230 僞i]ｸﾊ112 r111 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
歳 入 計 ﾃ ンbll,847 2ﾃ3315,121 冉h 杭Xｻｸｷ 佝ｺi|ﾙN 28 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
庫 小 企 業 対 策 費  22 ĀĀĀ
産 業 投 資 特 別 会 計 へ の 繰 入  50  ĀĀĀĀ
そ の 他 S548 塔"1,144 ĀĀĀĀĀ
予 備 費  塔 8 0  涛 8 . 0  Ā Ā Ā Ā
雑 件 ﾃs1,850 ﾃR2,115 ĀĀĀĀĀĀ
歳 出 計 ﾃ ンbll,847 2ﾃ3315,121 ĀĀĀĀĀĀ





決 ま る 仕 組 み に な っ た の で あ る｡ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　




年6 月)､ ｢ 岩 戸 景 気｣ (58 年6 月 ～62 年10 月) へ と 続 き､ 高 度 経 済 成 長 期 へ と
入っていく｡景気が長い間上向いていたことにより地方財政の歳入も潤うよう
になってくる｡































56 年 度 　 　 　57 年 度 　 　 　58 年 度 　 　 　59 年 度
･･歳入合計　+地方税　　国庫支出金　■特_地方債



































































年度の｢地方債詮議方針｣で, ｢･ ･ ･災害復旧費に関する地方債の必要は相当
減少の見込であるのに対し､一般公共事業及び地方債単独公共事業費に関する
地方債の需要の増加傾向が相当顕著であること､並びに健全財政方針を堅持す
る 必 要 が あ る こ と に か ん が み､･ ･ ･｣ が あ る｡ 51 年 度 の｢ 昭 和26 年 度 地 方 債
発行額について｣においても､ ｢･ ･ ･地方債も地方財源の一部であるとの観点
及び地方財政の観点及び地方財政の現況から公営企業以外の地方債については､
地方税収入及び地方財政平衡交付金の状況等当該地方公共団体の財政状態と関






































































1赤字による制限 傴ｩ 3 D 旭顏 ﾞ ﾘ whｧｨ, x.
昭和29年度決算における赤字額の割合 
と同率(1%未満を切捨るo) 










1赤字額による制限 傴ｩ 3 D ｩLｨﾞ ﾋ x.
昭和30年度決算における赤字額との割合 
と同率(1%未満を切捨るo) 









































分 母: D- (C+E)
イ　修正公債比率
分 子: A- (B+C+F)














F ･ ･ ･普通交付税の算定において事業費補正により基準財政需要額に算入
された公債費































図 表2-13 　 　 赤 字 団 体 数 の 推 移(51 年 度 ～55 年 度)
51 年 度 鉄)D 鉄9D 鉄ID 鉄YD
数 ﾘﾋ 数 ﾘﾋ 数 ﾘﾋ 数 ﾘﾋ
県  R 3 6  3 9  3 4  蔦 R 3 6  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
五 大 市  釘 4  4  4  4  
市  C R 2 0 3  鉄 2 3 2  3 6 3  3 3 1 6  蔦 C r Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
町 村 田2,389 ﾃs ヲ1,449 蔦 鼎1,880 鼎31,202 蔦csĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
計 都cB2,632 ﾈﾃ ツ1,724 蔦2,281 鉄Sr 上558 蔦s#2ĀĀĀĀĀĀĀĀ
注)この表における赤字とは､実質的赤字をいう｡































37 　 藤 田(1978) を 参 照 し た｡
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図 表2-14 　 　 再 建 団 体 承 認 数(56 年5 月 時 点)
都 道 府 県 H 鬩&9ﾉB 再 建 団 体 承 認 数 乖Hﾘr ３ 摘 要 ĀĀĀĀĀ36 50.0 舒(誧Hｷｸ咤6:HﾆYzIywJBhｨ:Hyﾂ+ynﾊHｹ:B[ｨﾌ唏ﾏｲ;rﾈﾛ(棯B+xﾞ芥ﾄigｲ髯8rĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
市 町 村  3 S # " 5 6 9  r 紕  Ā Ā Ā Ā
































図 表2-15 　 　 赤 字 団 体 数 の 推 移(56 年 度 ～59 年 度 及 び65 年 度)
鉄iD57 年 度 8 年 度 9 年 度 5 年 度 ĀĀĀĀĀĀ
数 ﾘﾋ 数 ﾘﾋ 数 ﾘﾋ 数 ﾘﾋ
県  2 5  蔦 8  4  蔦 B 3  蔦 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
五 大 市  1  蔦 " 0  蔦 1  3  " Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
市  3 B 1 0 5  蔦 # 1 2 5  1 1 9  蔦 b 1 3 3  B Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
町 村  都 4 6 0  蔦 # S 4 8 1  4 2 9  蔦 S " 2 0 2  蔦 # # r Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

































( 単 位: 億 円､ %)
饑ｸﾜ"ﾇh 枌 資 金 区 分 ĀĀĀ
政 府 資 金 剿ｯ 間 資 金 
総 額  舒 r %  舒 r %  Ā Ā
5 2 年 度  都 3 6 5 0  唐 纈 B 8 . 0  纉 b Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
5 3  3 8 8 5  塔 2 0 5  ゅ
5 4  ﾃ 釘 8 9 4  塔 縱 " 2 0 0  ゅ # Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
･ 5 5  3 # B 8 9 4  都 偵 S B 2 3 0  紊 b Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
( 出 所) 地 方 自 治 協 会(1976) 249 ペ ー ジ
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図 表2-17 　｢ 地 方 債 の 公 募 に つ い て｣ 別 紙
1　発行団体
2　発行価格






額 面100 円 に つ き 最 低100 円 最 高98 円50 銭
年 利8 分5 厘
5年
( 日 歩) 最 低2.33 銭 　 最 高2.44 銭
受託手数料20銭　引受手数料2円50銭を
標準とし､両者合算して計2円70銭とする｡
( 出 所) 地 方 自 治 協 会(1976) 60 ペ ー ジ
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表2- 18 　 地 方 債 計 画 資 金 状 況 の 推 移(56 年 度 ～59 年 度)
( 単 位: 億 円､ %)
◆ 地 方 債 計 画 倬ｾｾiZ｢ĀĀĀ
政 府 資 金 剿ｯ 間 資 金 
総 額  舒 r %  舒 r %  Ā Ā
5 6 年 度  3 3 8 4 0  都 B B 2 9 0  R 緜 b Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
57 ﾃs840 都 ゅS230 經ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
58 ﾃ 850 塔R 150 R
59 ﾃ850 都rr250 " 縱2ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ






















































2-4 　 第2 章 の 議 論 整 理
サンフランシスコ条約後はGHQが撤退して,国が許可機関となったが､景
気は落ち込み､十分な自己財源を持たない地方団体は財政を悪化させた｡地方
団体の自己努力にも限度があり､国が地方財政再建促進特別措置法に基づく財
政再建倭の発行を許可して､地方団体は財政運営に必要な運転資金を得る方法
110
を獲得した｡
地方財政再建促進特別措置法が制定されたのは55年であり､国内の経済は神
武景気により:景況を賑わっていた｡地方団体の財政は､遅れて税収入を伸ばし
赤字団体から脱することができた｡
財政悪化時には国の助けを受け､好景気を迎えれば､地方団体は自主財源を
獲得し､地方債の発行を抑えながらの財政運営が可能になった｡このような国
と地方団体の立場の移り変わりの中､地方自治と地方債制度のあり方について
の論議は下火となっていた｡
また､最後に､戦後の地方債許可制度と戦前･戦時中の地方許可制度の継続
性の有無を検証した結果､地方債許可制度の機能という視点から､継続性は薄
いとの結論を下した｡
続く好景気により実現した高度経済成長時代へと突入した国と地方団体は､
国民生活や価値観の変化から新しい公共サービスへの対応が求められていく｡
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